
鹿沼市出会いの場創造協働事業補助金交付要領  

（趣旨）  

第１条 この要領は、鹿沼市補助金等の交付に関する規則（平成３０年鹿沼市規則第

５号。以下「規則」という。）第３８条の規定に基づき、鹿沼市出会いの場創造協働

事業補助金（以下「補助金」という。）の交付に関し必要な事項を定めるものとする。  

（補助金の目的等）  

第２条 補助金は、市内の婚活イベントの開催に係る経費の一部を補助することによ

り、出会いの場の提供を図り、もって少子化対策に寄与することを目的とする。  

２ 補助金は、着手前申請型補助金等として交付する。  

（補助事業者）  

第３条 補助金の交付対象となる者（以下「補助事業者」）は、次のいずれにも該当す

る者とする。  

 (1) 市内で婚活イベントを開催する団体又は個人であること。 

(2) 補助金の交付対象となる事業（以下「補助事業」という。）を直接実施する者で

あること。 

(3) 市税に滞納がないこと。 

(4) 補助事業について、国、県及び他の市町村から補助金等の交付を受けていない

者であること。 

(5) 補助事業について、本市の団体運営補助金等の交付を受けていないものである

こと。 

(6) 政治的若しくは宗教的活動又は営利活動を目的としていないこと。 

 （補助事業）  

第４条 補助事業は、原則として本市の区域内において、次の各号のいずれにも該当

するものとする。 

 ア 参加者数は、１０人以上であること。 

 イ 参加者の年齢は、２０歳以上概ね４５歳未満であること。  

（補助対象経費及び補助金の額）  

第５条 補助金の対象となる経費及び補助金の額は、それぞれ次の表のとおりとする。

ただし、１００，０００円を上限とする。  

番号  補助金の対象となる経費  

１  

講 師 ・ 協 力 者 謝 礼  

参 加 者 報 償（ 参 加 賞 、参 加 者 が 打 ち 解 け る た め の ゲ ー ム 賞 品 代 、

カ ッ プ ル 成 立 記 念 品 等 ）  

２  
食 糧 費（ た だ し 、外 部 講 師 等 特 殊 技 能 又 は 知 識 を 有 す る 者 に 対 す

る 経 費 に 限 る 。）  



３  賄 材 料 費 （ ケ ー キ づ く り 教 室 の 際 の 材 料 代 等 ）  

４  
印 刷 製 本 費（ パ ン フ レ ッ ト・チ ラ シ 印 刷 代 、記 録 写 真 現 像・プ リ

ン ト 代 ）  

５  消 耗 品 費 （ 物 づ く り 教 室 の 際 の 材 料 代 を 含 む 。）  

６  
役 務 費（ 通 信 運 搬 費 、参 加 者 傷 害 保 険 料 、保 管 料 、広 告 料 、手 数

料 、 筆 耕 料 、 翻 訳 料 等 ）  

７  
委 託 料（ 司 会・進 行 等 委 託 料 、事 前 セ ミ ナ ー 委 託 料 、シ ル バ ー 人

材 セ ン タ ー 派 遣 料 等 ）  

８  
使 用 料 及 び 賃 借 料（ 事 業 会 場・打 合 せ 会 場 等 使 用 料 、物 品 借 上 料 、

バ ス 借 上 料 、 タ ク シ ー 借 上 料 等 ）  

２ 参加料等を徴収し、前項に掲げる経費に充当する場合には、充当した後の差額を

対象経費とする。  

３ 前２項の規定による補助金の額に千円未満の端数があるときは、その端数金額を

切り捨てるものとする。  

４ 市長は、予算の状況に応じて第 1 項の額を減額することができるものとする。  

（交付申請）  

第６条 補助金の交付を受けようとする者は、補助金等交付申請書（様式第１号）に、

次に掲げる書類を添付して市長に申請しなければならない。  

(1) 補助事業等実施計画書（様式第２号） 

(2) 補助事業等収支内訳書（様式第３号）  

(3) その他市長が必要と認める書類 

２ 申請者は、補助事業について市長から書類の提出、現地調査等を求められたとき

は、正当な理由がなければ、これらを拒むことができない。 

（交付決定の通知） 

第７条 市長は、申請について決定をしたときは、次に掲げる決定の区分に応じ、そ

れぞれ当該各号に定める通知書を申請者に送付するものとする。 

(1) 補助金を交付する旨の決定（以下「交付決定」という。） 補助金等交付決定通

知書（様式第４号） 

(2) 補助金を交付しない旨の決定 補助金等不交付決定通知書（様式第５号）  

（補助事業の変更） 

第８条 補助事業者は、補助事業の変更等をしようとする場合は、あらかじめ補助事

業変更等承認申請書（様式第６号）により市長に申請し、その承認を受けなければ

ならない。  

２ 市長は、前項の規定による申請（変更に係るものに限る。）について承認したとき

は、補助金等交付決定通知書（変更）（様式第７号）により補助事業者に通知するも

のとする。  



３ 第１項の規定にかかわらず、補助事業について次に掲げる事項のみの変更をする

場合は、前項の承認を不要とする。この場合において、補助事業者は、補助事業の

完了前までに、当該変更の内容を補助事業変更届（様式第８号）により市長に届け

出なければならない。  

(1) 補助事業者の住所又は氏名 

(2) 補助対象外経費のみの額 

(3) 補助金及び国、県、他の市町村の給付金以外の収入額 

(4) 年度を超えない補助事業の実施期間 

(5) 補助対象経費に影響しない補助事業の工程 

(6) その他市長が軽微な変更と認めるもの 

（手続の免除） 

第９条 着手届及び実績報告は、免除する。 

（請求等） 

第１０条 補助金の請求は、第７条第１号に規定する通知書を受領した日から３０日

以内に、補助金等交付前金払請求書（様式第９号）を市長に提出してしなければな

らない。  

２ 前項の規定にかかわらず、前金払を必要としない場合には、次条第 1 項の規定に

よる通知を受領した日から３０日以内に、補助金等交付請求書（様式第１０号）を

市長に提出するものとする。  

３ 補助金は、口座振込の方法により交付するものとする。  

（補助金の額の確定） 

第１１条 市長は、補助事業が完了したと認めたときは、補助事業の内容の検査及び

補助金の額の確定をし、その結果を補助事業検査結果等通知書（様式第１１号）に

より補助事業者に通知するものとする。 

２ 補助事業者は、前条第１項の請求により交付を受けた補助金の額が、前項の規定

により確定した補助金の額に至らない場合は、その差額を市長に返還しなければな

らない。 

（補助金の交付手続の委任） 

第１２条 補助金の交付手続を他人にさせようとするときは、あらかじめ補助金等交

付手続委任状（様式第１２号）を市長に提出しなければならない。  

（権利譲渡の禁止） 

第１３条 補助金等の交付を受けることができる権利は、他人に譲渡することはでき

ない。  

（交付決定の取消し等） 

第１４条 市長は、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、交付決定の全部

又は一部を取り消すことができるものとする。 



(1) 偽りその他不正の手段により補助金等の交付を受けたとき。 

(2) 第１０条第１項又は第２項に規定する期間内に請求がされないとき。 

(3) 補助金を他の用途に使用したとき。 

(4) 第３条に規定する補助事業者又は第４条に規定する補助事業の要件に該当しな

くなったとき。 

(5) 補助金等の交付を受けた補助事業等について、他の給付を受けていたことが判

明したとき。 

２ 市長は、前項の規定による取消し（以下「取消し」という。）をしたときは、その

旨を補助金等交付決定取消通知書兼返還命令書（様式第１３号）により、補助金の

交付を受けた者に通知するものとする。  

（補助金の返還） 

第１５条 補助金の交付を受けた者は、取消しをされたときは、取消しにより減額さ

れた補助金に相当する額を市長に返還しなければならない。 

２ 前項の規定により返還する額に係る加算金については、規則第３２条に定めると

ころによる。 

（帳簿の備付け） 

第１６条 補助金の交付を受けた者は、補助事業等に係る収入及び支出を明らかにし

た帳簿を備え付け、かつ、当該収入及び支出に係る証拠書類を整理し、及び補助金

の交付を受けた日から５年間保存しておかなければならない。 

（補則） 

第１７条 この要領に定めるもののほか、補助金の交付に係る様式、手続等に必要な

事項は、市長が別に定める。 

   附 則 

 この要領は、令和２年４月１日から適用する。  


